別添様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費
	事業名:　就労支援ネットワーク強化・充実事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　地域生活支援担当　電話番号：058-272-1111（内2617）
　　　　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：　2,000千円（前年度予算額：4,000千円　※基金事業）

	事業内容


	１　事業の内容


（1） 事業内容
　・各障害保健福祉圏域において、障がい者の就労支援を効果的に推進するため、関係機関・団体が情報・課題の共有を図るとともに、課題の対応について協議を行う就労支援ネットワークを構築することを目的に、各圏域ごとに障がい者施設を運営する社会福祉法人に委託する。
・受託事業者は、各圏域障害者自立支援推進会議の事務局である県振興局福祉課と連携し、地域の関係機関・団体による就労支援ネットワークの構築に必要な会議、研修会等の開催、情報の共有化等を行い、障がい者の就労支援の推進を図る。
　　　　
	２　所要経費


2,000千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
３ 障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる
　　　　障がいのある人たちの雇用機会を拡大し、就労の場を確保する
	２　これまでの取組状況


（１）経緯
　　　次の措置を実施するため、障害者自立支援対策臨時特例交付金により岐阜県障害者自立支援対策臨時特例基金を造成(平成19年3月)し、平成23年度まで特別対策事業を実施。（新法移行緊急経過措置事業）

　　
　・事業メニュー29項目52事業（この事業の一つに就労支援ネットワーク強化・充実事業が措置された。）

　
	　　３　これまでの取組に対する評価


　　　地域の関係機関・団体による就労支援ネットワークの構築に必要な会議、研修会等の開催、ホームページ構築等の情報の共有化を行い、障がい者の就労支援の推進に取り組み、同ネットワークの構築に成果を上げている。

国の交付金が平成２３年度に終了するが、事業の継続の必要性が認められる。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	再　生

基　金
	一　般

財　源
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	県　債

	前年度

予算額
	4,000
	
	4,000
	
	
	
	
	
	

	要求額
	2,000
	
	2,000
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